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１ はじめに 
  

私の任期は、本年４月３０日までとなっておりますので、第１

回定例会ではありますが、令和３年度の町政執行方針をお示しす

ることができませんので、新年度当初の予算編成方針及び予算概

要について、ご説明申し上げますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。 

 

 

２ 令和３年度予算編成方針について 
 

令和３年度当初予算につきましては、本年４月に町長選挙が行

われることから、町政運営の基本となる経費を中心とした骨格予

算としております。 

予算の計上に当たりましては、義務的経費に加えて前年度から

継続している事業や国・道の補助事業、既に後年度の負担を約束

している債務負担行為に係る事業、早期に実施する必要のある事

業について予算措置し、これら以外の事業につきましては、政策

的な事業として保留しておりますので、ご理解をお願い致します。 

また、国の令和２年第３次補正予算の成立により新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金が追加交付されることとな

り、当町の限度額が１億５３万４千円と示されたところでありま

すが、これにつきましても、財源を保留し、選挙後の補正予算に
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おいて提案することとしておりますので、あわせてご理解を賜りま

すようよろしくお願い申し上げます。 

  

３ 令和３年度予算の概要について 
 

令和３年度の予算概要について申し上げます。 

まず、歳入についてですが、自主財源である町税につきまし

ては、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受けてい

るものの、国の経済対策などにより、一部業種の所得が回復し

ているとの見通しもあることから、町民税では、前年度当初予

算対比０．６％の減とわずかながら減少を見込んでおります。 

また、固定資産税では、今年度、３年に１度の評価替えの年で

あり、宅地、建物が減額評価となる見込みでありますことから前

年度対比３．０％の減を見込み、町税全体では前年度対比１．８％

の減となっております。 

 

地方交付税につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響

により地方税等が大幅な減収となる見込みから、国の加算など交

付税原資を最大限確保するとして地方財政計画で５．１％の増額

が示されましたが、近年の交付状況を考慮して、前年度当初予算

対比１．９％の増で予算計上を行っております。 
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次に歳出予算についてですが、今年度、骨格予算となったこと

から、一般会計では、前年度当初予算対比１７．２％の減となっ

ております。 

特に大きく減額したのは総務費で、前年度当初予算対比４３．０％

の減となっておりますが、これは国の補助事業で実施した「光回

線整備事業」の高度無線環境整備推進事業の減が要因となってお

ります。 

また、商工費では、高規格道路日高自動車道の延伸に伴う「に

いかっぷホロシリ乗馬クラブ」の移転工事の減により６８．８％

の減となり、消防費では「防災行政無線」のデジタル化に伴う設

置工事の減により４９．５％の減となるなど、前年度当初予算と

対比して大きく減少しております。 

また歳出予算の中で１５．３％を占める公債費につきましては、

前年度当初予算対比１．１％の増となっておりますが、これは、

平成３０年度に借入した農地整備（単独営農用水）事業に係る辺

地対策事業債及び教員住宅整備に係る過疎対策事業債の元金償還

が始まったことによるもので、令和２年度決算見込みにおける全

会計の町債残高は７８億５，２４４万円となっており、令和元年

度より１億９４２万円増加しております。 

公債費につきましては年々減少を続けており、健全化判断比率

では、いずれの指標も早期健全化基準を下回っておりましたが、
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令和２年度において「光回線整備事業」や「にいかっぷホロシリ

乗馬クラブ」の移転改築、「防災行政無線」のデジタル化などの大

型事業を実施したことに加え、これまで財政措置のなかった、町

単独費用で実施していた河川改修事業等に対し、新たに起債対象

となった「緊急自然災害防止対策事業債」などを借入したため、

町債残高は増加しておりますが、後年次の元利償還金に対し交付

税措置がなされる辺地事業債や過疎対策事業債などを利用してい

ることから、実質的な負担増を抑えるよう配意しております。 

 

これらの結果、令和３年度の当初予算の状況は、一般会計が 

５０億４，５００万円、６特別会計の予算総額は２２億    

１，３２４万４千円で前年度当初予算対比０．９％の減、全会計

の合計は７２億５，８２４万４千円となり前年度当初予算対比

１２．８％の減となっております。 

 

なお、主な予算内容につきましては、お手元に配布しておりま

す令和３年度予算説明資料にまとめてございますので、後刻ご覧

いただきたいと存じます。 


